
年度別計画

組織横断的な連携を推進し、常勤職員定数の抑制に努めながら、簡素で効率的な組織・人員体制づくりを目指す中で、調布市基本計画における施策や事業の推進のほか、行政のデジタル化に向けた取組や
重点施策の推進など、職員が重点的に担うべき取組に向けた体制の強化を図ります。また、変化の激しい時代に組織として発展していくため、アジャイル手法導入のための試行的取組について検討します。

◆翌年度当初の常勤職員定数の抑制
◆組織横断的な連携の推進
◆法改正・制度改革を踏まえた取組の検討・実施
◆アジャイル手法の試行実施・検証

効率的な組織体制の整備
効率的で機能的な組織・システムづくり

方針 ３
基本的取組 ３－１

担当課 企画経営課、関係各課

９ 組織体制の整備プラン

【後期における取組の方向性】（ＡＣＴＩＯＮ）

○令和８年度に向けた課題について関係部署と情報を共有するととも
に、これまでの各施策・事務事業の進捗状況や組織横断的な連携の推進
にも留意しながら、必要性や優先度等の精査を踏まえた調整を行うこと
で、令和８年度所要人員計画を円滑に策定していきます。

○令和８年度所要人員計画を策定します。
○関係機関への提案・協議を行います。
○令和８年度職員定数を確定します。

○【年度別計画に対する今年度の進捗見込】（ＣＨＥＣＫ）　

○令和８年度所要人員計画策定に向け、関係部署との情報共などを踏ま
え、次年度に向けた体制整備における課題を整理しました。
○庁内横断的に取り組むべき事項などの把握・課題共有に努め、組織横
断的な連携の推進に取り組みました。
○デジタル化の推進や国の法改正・制度改正等、様々な課題に対応する
ため、組織横断的な連携を推進する中で、令和８年度所要人員計画策定
に向けた準備を進めました。

令和７年度

総　括

【取組計画】（ＰＬＡＮ）

前　期

年次評価 Ａ（計画どおりに進捗）

【今年度の総括、次年度以降の取組の方向性】
（ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ）

○令和８年度組織及び職員体制整備方針に基づく各部との協議及び総
合調整を踏まえて、施策・事務事業の効果的・効率的な推進や児童館の
業務委託をはじめとする民間活力の活用等に伴う見直しを行う一方で、
行革ＤＸ推進課やファシリティマネジメント課の設置など、市の課題への
対応に伴う体制強化を行ったことにより、令和８年度の常勤職員定数に
ついては、令和７年度から１１人減となる１２７６人としました。次年度も
引き続き、組織横断的な連携の推進を図り、簡素で効率的な組織体制整
備に努めていきます。

【取組実績及び取組による成果・効果】（ＤＯ・ＣＨＥＣＫ）　

後　期

【取組計画】（ＰＬＡＮ）

○令和８年度所要人員計画策定に向け、課題把握や関係部署との調整を
実施します。
○組織横断的な連携の推進に取り組みます。
○法改正・制度改正等への対応が必要な部署において、状況を踏まえた
体制整備の検討を行います。

【取組実績及び取組による成果・効果】（ＤＯ・ＣＨＥＣＫ）　

○各部からの要望等を踏まえ、「令和８年度組織改正及び職員定数（案）」
を策定しました。
○「令和８年度組織改正及び職員定数（案）」を職員団体に提案し、協議を
行いました。
○協議の結果、令和８年度の常勤職員定数を１２７６人（前年度比１１人
減）としました。
○令和８年度組織及び職員体制整備方針に基づき、基本計画における各
施策・事務事業の着実な推進のほか、国の法改正・制度改正や新たな課
題に対応するため、組織横断的な連携を図る中で、組織体制の整備・職
員定数の抑制を踏まえた取組を行い、次年度に向けた簡素で効率的な
組織・人員体制の整備につなげました。



○
各

基本的取組 ３－１

担当課 企画経営課、関係各課

１０ 監理団体等の活用・連携の強化プラン

【年度別計画に対する今年度の進捗見込】（ＣＨＥＣＫ）　 ○

○令和７年度財政援助団体等監査結果及び令和７年度実地検査の結果
をとりまとめました。また、とりまとめた内容をもとに、次の庁内検討会
に向けた資料の作成を行いました。
○監理団体、監理団体所管課、企画経営課の三者で意見交換会を実施
し、専門人材の確保や人事評価制度についての課題の整理や情報共有を
実施しました。
○調布市遺跡調査会については、令和７年１０月３１日をもって解散し、
調布市郷土博物館に事業の継承を完了しました。

【後期における取組の方向性】（ＡＣＴＩＯＮ）

○各監理団体所管課に依頼した実地検査や令和７年度財政援助団体等
監査の結果をとりまとめ、引き続き監理団体に対し適切な監理指導が行
われるよう検討を進めます。
○調布市遺跡調査会の解散と郷土博物館への事業継承完了に向けて、
引き続き情報共有を行います。

令和７年度

○監理団体に関する役員・職員の状況や、財務状況等を公表することで、
監理団体に関する透明性の確保に努めました。
○監理団体の課題に関する情報収集や庁内検討会での情報共有を行っ
たことにより。課題を踏まえた取組の推進につなげることができました。
引き続き、意見交換や情報共有を行い、各監理団体の課題を踏まえた取
組の検討を進めてまいります。

【取組実績及び取組による成果・効果】（ＤＯ・ＣＨＥＣＫ）　

年度別計画

○組織の活性化に向けた、研修、人材交流、人事評価等を検討し、実施し
ます。
○各監理団体における課題等に関する情報収集や検討を行います。
○小規模監理団体の体制見直しに向けた準備を進めます。

総　括

監理団体と市が共に市民サービスの向上等に関する取組を進めていくため、双方の連携をより一層促進するとともに、監理団体の組織の活性化に向けた取組や指導監理を推進するほか、関与団体において
は、経営に関する公正性、規範性及び安定性の確保に努めます。あわせて、効率的・効果的な事業運営のため、小規模監理団体等の体制見直しを検討します。

◆「調布市における監理団体活用の考え方」に基づく取組の検討、実施
◆組織の活性化に向けた、研修、人材交流、人事評価等の実施
◆関与団体の経営に関する公正性、規範性及び安定性の確保への取組
◆小規模監理団体等の体制見直し検討

効率的な組織体制の整備
効率的で機能的な組織・システムづくり

方針 ３

Ａ（計画どおりに進捗）

【今年度の総括、次年度以降の取組の方向性】
（ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ）

後　期

【取組計画】（ＰＬＡＮ）

○監理団体の役職員状況、財務状況等を公表します。
○組織活性化に向けた、研修、人材交流、人事評価等を検討し、実施しま
す。
○関与団体の財務状況を確認します。
○小規模監理団体等の体制見直しについて方針を検討します。

【取組実績及び取組による成果・効果】（ＤＯ・ＣＨＥＣＫ）　

○監理団体に対する委託料等の決算状況調査等、各種調査を実施し、各
監理団体の状況を把握しました。
○監理団体の事業内容、役職員状況、財務状況等について、市ホーム
ページで公表し、監理団体に関する情報提供を推進しました。
○庁内検討会において、監理団体に対する適切な指導監理が行われるよ
う昨年度の財政援助団体等監査結果を踏まえた指導監理等チェックシー
トの内容を拡充するとともに、各監理団体所管課に対し実地検査の実施
を依頼し、監理団体の適正かつ効率的な運営の確保に努めました。
　また、調布市遺跡調査会の解散と郷土博物館への事業継承に向けた情
報共有を実施しました。

【取組計画】（ＰＬＡＮ）

前　期

年次評価



○「書かない窓口システム」を導入するため、プロポーザルにて選定した
事業者と契約し、システム構築の準備を進めました。
○窓口手続のワンストップ化に向け、市民課手続と関連性の高い他部署
の事務を把握するための調査を行い、ワンストップ化が想定される手続
の申請様式をシステムに組み込むよう調整しました。
○窓口手続のワンストップ化に向け、適切な窓口開設時間を設定するた
め、市民課での手続毎に要する処理時間等について調査研究を進めまし
た。
○繁忙期対策の実施結果を振り返り、今後の繁忙期対策の方向性を整
理しました。

市民サービス向上の観点から、行政のデジタル化推進や庁舎のフロアレイアウト見直しと連動しながら、窓口手続のワンストップ化の対応を検討します。

前　期 後　期 総　括

○「書かない窓口システム」の運用を令和８年２月から開始し、異動手続
を行う際の来庁者の手書き負担を大幅に軽減しました。
○「書かない窓口システム」の導入に合わせて業務フローを見直し、来庁
者の窓口滞在時間短縮につなげました。
○窓口手続のワンストップ化に向け、対象の手続を選定しました。
○働き方改革の推進と来庁者の平準化の観点から、休日窓口の受付時
間を見直しました。
○令和８年度のフリーアドレス化に向けて、書類の電子化やクリアデスク
の意識を向上するための取組を進めました。

【取組計画】（ＰＬＡＮ） 【取組計画】（ＰＬＡＮ） 【今年度の総括、次年度以降の取組の方向性】
（ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ）○市民課窓口における「書かない窓口システム」の導入に向けて、プロ

ポーザル方式による契約を行い準備を進めます。
○窓口手続のワンストップ化に向け、対象となる業務について、関連部署
と連携を図りながら検討するほか、今後予定している市役所本庁舎のフ
ロアレイアウト見直しとも連動し、取組を進めます。
○市民課窓口と関連性の高い他部署の窓口へ「書かない窓口システム」
の拡張を検討します。
○令和６年１２月から実施している、全庁窓口を対象とした窓口受付時間
短縮の試行について、各課における来庁実態の把握や課題整理を行い、
正式運用に向けた方向を検討します。
○ワンストップ化に伴い、市民課窓口をはじめ複数の窓口における手続
を当日中に完了するため、起点となる市民課窓口の更なる受付時間短縮
を検討します。
○市民課における繁忙期対策の実施結果を検証し、今後の繁忙期に向け
た更なる対策を検討します。
○おくやみコーナーやオンラインサービス（おくやみ手続きガイド・出生手
続きガイド）のＰＲを継続するととともに、ニーズに応じた内容の充実を
検討します。

【後期における取組の方向性】（ＡＣＴＩＯＮ）

○「書かない窓口システム」を令和８年２月から稼働させるため、導入に
向けた準備を進めます。

○市民課窓口において「書かない窓口システム」を導入し、利用促進に努
めます。
○窓口手続のワンストップ化に向け、対象となる業務について、関連部署
と連携を図りながら検討するほか、今後予定している市役所本庁舎のフ
ロアレイアウト見直しとも連動し、取組を進めます。
○市民課窓口と関連性の高い他部署の窓口へ「書かない窓口システム」
の拡張を検討します。
○試行結果を踏まえ、全庁の窓口受付時間の適正な設定に向けた効果
検証を行い、正式運用に向けた制度化を進めます。あわせて、更なる時
間短縮の可能性についても検討します。
○ワンストップ化に向け、市民課窓口から他部署の窓口への流れ、手続
内容、必要な時間等を把握し、市民課窓口の受付終了時間の整理を行い
ます。
○前回の市民課窓口における繁忙期対策の実施結果を踏まえ、今期の
繁忙時期における更なる混雑緩和の取組を推進します。
○市民課フロアレイアウト変更について、フリーアドレス制の導入を視野
に検討を進めます。
○おくやみコーナーやオンラインサービス（おくやみ手続きガイド・出生手
続きガイド）のＰＲを継続するととともに、ニーズに応じた内容の充実を
検討します。

年次評価 Ａ（計画どおりに進捗）

○「書かない窓口システム」を導入したほか、窓口手続のワンストップ化
に向けた関連部署との調整を進めることができました。次年度は「書か
ない窓口システム」を発展的に活用し、子ども関係手続のワンストップ化
を実施するとともに、神代出張所への本システム導入を進めます。
○おくやみコーナーのワンストップ化についても、他市の実施状況や市
民ニーズを把握し、実現に向けた検討を進めます。

【取組実績及び取組による成果・効果】（ＤＯ・ＣＨＥＣＫ）　 【取組実績及び取組による成果・効果】（ＤＯ・ＣＨＥＣＫ）　

【年度別計画に対する今年度の進捗見込】（ＣＨＥＣＫ）　 ○

基本的取組 ３－１ 効率的で機能的な組織・システムづくり

プラン １１ 市庁舎の窓口手続のワンストップ化

担当課 企画経営課、市民部各課、デジタル行政推進課、関係各課

方針 3 効率的な組織体制の整備

◆令和８年度開始に向けた体制整備
◆フロアレイアウトの調整令和７年度

年度別計画



令和７年度

年度別計画

◆民間活力の活用に向けた現行の業務内容の分析
◆民間活力の活用検討・実施
◆定型業務の現状把握及び委託範囲の検討

【取組計画】（ＰＬＡＮ）

前　期

年次評価 Ａ（計画どおりに進捗）

【今年度の総括、次年度以降の取組の方向性】
（ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ）

○施設の管理運営や内部事務における民間活力の活用について検討を
行いました。
○民間活力の活用に当たっては、委託料等の上昇が顕著であることか
ら、費用対効果を含め多角的な視点から検討を行って参ります。

【取組実績及び取組による成果・効果】（ＤＯ・ＣＨＥＣＫ）　

後　期

【取組計画】（ＰＬＡＮ）

○庁内における定型業務について、関係各課へのヒアリングなどを通じ
て現状を把握します。
○先進事例を把握し、調査・研究を行います。
○定型業務について、庁内における現状と課題を把握します。

【取組実績及び取組による成果・効果】（ＤＯ・ＣＨＥＣＫ）　

【年度別計画に対する今年度の進捗見込】（ＣＨＥＣＫ）　 ○

○庁内における定型業務について、関係各課に対しヒアリングを行い、現
状把握に努めました。
○他自治体の取組事例について、情報収集に取り組みました。

【後期における取組の方向性】（ＡＣＴＩＯＮ）

○引き続き、情報収集に努めるほか、先進事例を調査・研究し、民間活力
の活用に向けた検討を行います。

○庁内における定型業務について、関係各課へのヒアリングなどを通じ
て現状を把握します。
○先進事例を把握し、調査・研究を行います。
○定型業務について、庁内における現状と課題を把握します。

総　括

民間事業者等との役割分担の下、質の高い市民サービスの提供や費用対効果などを総合的に考慮したうえで、施設の管理運営や窓口サービス、内部事務で、民間に委ねることが妥当なものについては、積
極的な民間活力の活用に取り組みます。

○庁内における定型業務について、関係各課に対しヒアリングを行い、現
状の把握に努めました。
○他自治体の取組事例について、情報収集に取り組みました。

効率的な組織体制の整備
市民サービス提供主体の見直し

方針 3
基本的取組 ３－２

担当課 企画経営課、関係各課

１２ 民間活力の活用プラン



プラン

【取組計画】（ＰＬＡＮ）

前　期

年次評価 Ａ（計画どおりに進捗）

【今年度の総括、次年度以降の取組の方向性】
（ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ）

後　期

【取組計画】（ＰＬＡＮ）

〇令和４年度に策定した「調布市公立保育園における民間活力の活用
に関する方針【公設公営保育園】」に基づき、宮の下保育園における
民間活力の活用に向けて、保育園職員や職員団体、運営事業者との協
議のほか、新園舎整備、開園準備に向けた庁内関係各課と連携した調
整を行っていきます。
〇宮の下保育園の令和８年４月１日からの公私連携型保育所への移行
に向けた新園舎整備、開園準備を進めていきます。

令和７年度

〇令和４年度に策定した「調布市公立保育園における民間活力の活用
に関する方針【公設公営保育園】」において、令和１２年度までに先
行して２園を対象に民間活力の活用を実施することとしており、取組
の１園目として宮の下保育園を第七機動隊跡地に移転し、公私連携型
保育所「こだちの詩保育園」として新園舎を整備し、令和８年４月か
ら開園することができました。
〇次年度以降は、宮の下保育園の取組を検証するとともに、取組の
２園目として、国領都営住宅跡地の利活用についての検討及び東京都
との協議を進める必要があります。

【取組実績及び取組による成果・効果】（ＤＯ・ＣＨＥＣＫ）　【取組実績及び取組による成果・効果】（ＤＯ・ＣＨＥＣＫ）　

【年度別計画に対する今年度の進捗見込】（ＣＨＥＣＫ）　 ○

〇前期に引き続き、宮の下保育園における民間活力の活用に向けて、
保育園職員や職員団体、運営事業者との協議のほか、庁内関係各課と
連携した調整を進めました。
〇宮の下保育園の令和８年４月１日からの公私連携型保育所への移行
に向けた新園舎整備、開園準備を進めました。

【後期における取組の方向性】（ＡＣＴＩＯＮ）

〇前期に引き続き、宮の下保育園における民間活力の活用に向けて、
保育園職員や職員団体、運営事業者との協議のほか、庁内関係各課と
連携した調整を進めていきます。
〇宮の下保育園の令和８年４月１日からの公私連携型保育所への移行
に向けた新園舎整備、開園準備を進めていきます。

〇宮の下保育園の令和８年４月１日からの公私連携型保育所への移行
に向けて、保育園職員や職員団体、運営事業者、東京都との協議のほ
か、新園舎整備、開園準備に向けた庁内関係各課と連携した調整を進
めました。
〇市と運営事業者の間で、宮の下保育園の移転先となる第七機動隊跡
地の使用貸借契約を締結しました。
〇市が施設整備等に係る補助金を交付し、運営事業者による新園舎整
備（令和７年６月着工）、開園準備を進めました。
〇在園児保護者への情報提供として、運営事業者による新園のお知ら
せの配信や保護者説明会を実施しました。

年度別計画

〇前期に引き続き、宮の下保育園における民間活力の活用に向けて、
保育園職員や職員団体、運営事業者との協議のほか、庁内関係各課と
連携した調整を進めていきます。
〇宮の下保育園の令和８年４月１日からの公私連携型保育所への移行
に向けた新園舎整備、開園準備を進めていきます。

総　括

持続可能な保育サービスの提供に向けて、公立保育園のより効率的な運営や施設管理を行っていくため、児童福祉法に基づく「公私連携型保育所※制度」を用いた民間活力の活用を推進します。

◆公立保育園（公設公営保育園）における民間活力の活用の検討

効率的な組織体制の整備
市民サービス提供主体の見直し

方針 ３
基本的取組 ３－２

担当課 子ども政策課、保育課

１３ 公立保育園における民間活力の活用

※公私連携型保育所…児童福祉法に基づいて調布市と協定を締結した公私連携法人が、協定に基づく市の関与を受けながら運営を行う私立保育園のこと。



市民サービス提供主体の見直し

担当課

１４プラン

児童青少年課

児童館における民間活力の活用

○民間活力を活用した児童館においても、公設公営児童館と同様
に、調布市児童館ガイドラインに沿った運営により、子ども本位の質
の高い児童館運営を行いました。
○法人連絡会や三者懇談会を通じ、市と委託事業者間で、定期的に
話し合いの場を設け、議論を深めることで、効率的に業務の引継ぎ
や事業内容の確認を行いました。
○令和８年度に行う東部児童館と富士見児童館の委託に向けて、引
き続き事業者との調整を図りました。また、地域住民等への説明を
行い、児童館運営の委託を確実なものとするための準備を行いまし
た。
○児童青少年課内にセンター機能を持たせる方針のもと、実現に向
けて必要な体制整備についての検討を行いました。

総　括

児童館に求められる機能・役割を持続的に提供していくため、「調布市児童館の今後の在り方、運営に関する方針」に基づき、児童館における民間活力の活用の推進に取り組みます。

方針 ３

【年度別計画に対する今年度の進捗見込】（ＣＨＥＣＫ）　 ○

○全館事業の見直しについては、現行事業の目的や参加状況等から
令和８年度は継続することとし、令和9年度以降の運営方法の検討を
行いました。その中で、事業を継続するもの、現状から一部変更する
もの、廃止するものの3つに分け、
令和9年度からの実施を目指すこととしました。また、地域との関係
では、地域型児童館の運営状況等を地域住民に情報提供するなど、
引き続き、地域住民との信頼関係の維持に努めました。
○東部及び富士見児童館の令和8年度からの児童館運営の委託に向
けて、受託事業者、市児童館職員及び児童青少年課職員による三者
懇談会を定期的に行い、委託に向けた引継ぎを円滑に行いました。
また児童館運営会議等の場において、地域住民等への説明を行うな
ど、児童館運営の委託を万全なものとするため、準備を行いました。
○児童館の運営状況について、民間委託をした各委託事業者との間
で定期的に情報交換を行いました。
○基幹型児童館と地域型児童館との連携調整では、基幹型児童館を
中心とした地域ごとの連絡調整会議や合同事業の取組により、緊密
な関係性の維持や運営における均質性の確保などを図ることができ
ました。
○児童館あり方検討委員会を開催し、児童青少年課内にセンター機
能を持たせる方針のもと、必要となる業務等の検討を行いました。
○令和９年度以降の調布市児童館の今後の在り方について、今後
１０年間で求められる児童館の役割や姿を、児童館あり方検討委員
会の中で検討するための準備をしました。

【後期における取組の方向性】（ＡＣＴＩＯＮ）

○民間活力の活用について、令和８年度に全面委託する児童館（東部及び富士見各児童館）の関係
機関及び保護者に対し、その理解を求めるための説明を行っています。また、公設公営児童館で従
事する職員及び会計年度職員に対し、民間活力の活用の主旨や人員削減を含めた次年度以降の体
制に関する理解の浸透を図るための説明を継続して行います。
○国の児童館ガイドライン改正を受け、児童館在り方検討会で調布市児童館ガイドライン改正の検討
を行ったうえで、その内容を改正し、民間委託児童館を含めた児童館運営の質の向上を図ります。
○基幹型児童館と地域型児童館との連携により、イベント等の合同事業の取組を引き続き進めま
す。
○児童青少年課内に位置付けるセンター機能について、令和８年度設置に向けて具体的な職務に係
る検討を引き続き行います。

○「調布児童館の在り方、運営に関する方針」に基づき、民間活力の活用に向けた検討を行い、
令和８年度に計画満了となる児童館の委託について、当該年度の対象館である東部及び富士見児
童館2館の運営委託に向けて、委託事業者と適宜懇談会を開催し、児童館の民間活力の活用推進に
関する課題を整理しながら準備を進めました。
○館長会議や職員研修会、児童館合同事業等のイベントを通じて、児童館運営の質の向上や均一化
を図りました。また、国のガイドラインが改正されたことを受け、当市児童館ガイドラインへの影響が
見込まれる箇所についての精査をし、年度内に改正を行います。
○今年度から民間委託を開始した調布ケ丘児童館の委託事業者と意見交換・情報共有を積極的に
行ったほか、市内の委託法人が集まる法人連絡会を通じ、各委託事業者の運営状況等について、情
報共有を図りました。
○基幹型児童館が参加する合同会議において、現在の運営状況や課題、地域型児童館へのサポート
方法等について話し合いを行いました。また、地域型児童館の委託法人や現場職員との話し合いの
場を随時設け、課題の共有を図りました。
○センター機能を児童青少年課内に位置付けることについて、令和８年度設置に向けて具体的な職
務に係る検討を行いました。
○令和８年度に実施する「児童館在り方検討委員会」に向け、検討テーマとして「福祉機能の充実、ソ
フト面の充実、地域連携、中高生機能」など絞り込みを検討しました。

基本的取組

効率的な組織体制の整備

令和７年度

年度別計画

◆方針に基づく民間活力の活用による取組の検討、実施
◆センター機能の設置に向けた準備・検討

【取組実績及び取組による成果・効果】（ＤＯ・ＣＨＥＣＫ）　

【取組計画】（ＰＬＡＮ）

前　期

年次評価 Ａ（計画どおりに進捗）

【今年度の総括、次年度以降の取組の方向性】
（ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ）

後　期

【取組計画】（ＰＬＡＮ）

○「調布市児童館の今後の在り方、運営に関する方針」に基づき、今後の児童館の民間活力の活用を
検討します。
○「調布市児童館運営ガイドライン」を活用し、民間委託の児童館を含めた児童館運営の質の向上を
図ります。また、令和６年度、国の児童館ガイドラインが改正されたことを受け、「調布市児童館ガイド
ライン」の改正について検討します。
○東部及び富士見児童館について、学童クラブを先行委託したことを受け、令和８年度の児童館運
営の委託に向けた調整及び準備を行います。
○令和７年度から民間委託を開始した調布ケ丘児童館について、委託事業者との意見交換、情報共
有を積極的に行い、緊密に相互協力しながら、児童館運営を行います。
○基幹型児童館と地域型児童館との連携調整を図ります。
○センター機能型児童館については、センター機能を児童青少年課内に位置付けることで整理を行
い、令和８年度設置に向けた検討・準備を進めます。

【取組実績及び取組による成果・効果】（ＤＯ・ＣＨＥＣＫ）　

○「調布市児童館の今後の在り方、運営に関する方針」に基づき、児
童館事業の見直し、地域との連携などについて具体的な検討を進め
ます。
○東部及び富士見児童館の令和８年度からの児童館運営の委託に向
け準備を実施します。
○基幹型児童館と地域型児童館との連携調整を図ります。
○令和８年度のセンター機能の設置に向けた検討・準備を行います。
○令和９年度以降の調布市児童館の今後の在り方について、外部識
者を招いた検討委員会の実施に向けて準備・検討を行います。

３－２



担当課 学務課

15 学校給食調理業務等における民間活力の活用プラン

効率的な組織体制の整備
市民サービス提供主体の見直し

方針 ３
基本的取組 ３－２

【後期における取組の方向性】（ＡＣＴＩＯＮ）

○委託による給食調理業務水準の維持・向上に向けて、調布市学校給食
調理業務等委託運営検討委員会や、委託各校に設置している学校連絡
会の場を活用し、課題解決に取り組んでいきます。

○委託各校において調理業務等の実施状況を検証し、評価を行う中で、
必要に応じて運用改善を図ります。
○委託各校において、給食調理業務水準の維持・向上に向けて学校連絡
会や調布市学校給食調理業務等委託運営検討委員会を開催します。
○前期から継続して、公募型プロポーザル方式による事業者の再選定を
行います。
○更なる民間活力を推進するため、費用対効果などを総合的に考慮した
上で、委託開始時期について継続して検討を進めます。

総　括

民間活力を活用している学校給食調理業務等の定期的な検証を通じて、適正かつ効率的な業務の実施を確保するとともに、学校給食調理業務等の更なる民間活力の活用に向けた取組を推進します。

○調布市学校給食調理業務等委託運営検討委員会において、令和６年度
における調理業務等の取組内容を確認・検証するとともに、令和７年度
１学期の適正な給食運営状況についても、学務課栄養士が衛生管理等に
関する巡回指導を行う中で確認・検証しました。
○調理委託各校において、令和７年度１学期の学校給食調理業務等の運
営状況に関する評価書により検証・評価を行いました。
○給食調理員の従事状況等を注視し、更なる委託の必要性について、継
続して検討を進めることとしました。
○富士見台小学校及び多摩川小学校の給食室改修工事に伴い、公募型
プロポーザル方式により再選定を行うため、委託事業者の公募を行いま
した。

【取組計画】（ＰＬＡＮ）

前　期

年次評価 Ａ（計画どおりに進捗）

【今年度の総括、次年度以降の取組の方向性】
（ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ）

○調布市学校給食調理業務等委託運営検討委員会や、委託各校で構成
する学校連絡会を通して、給食調理業務水準の維持・向上に向けて課題
等を検討・協議し、適切かつ効率的な業務の実施の確保に取り組みまし
た。引き続き、民間活力の活用を推進し、適正かつ効率的な学校給食の
提供に取り組みます。
○更なる民間活力を推進するに当たり、給食調理員の従事状況等を注視
し、費用対効果のほか、安定的な給食運営体制を確保する視点も含め、
委託開始時期について、継続して検討を進めます。

【取組実績及び取組による成果・効果】（ＤＯ・ＣＨＥＣＫ）　

後　期

【取組計画】（ＰＬＡＮ）

○委託各校における調理業務等の実施状況を検証し、評価を行う中で、
必要に応じて運用改善を図ります。
○民間活力の活用を推進し、適正かつ効率的な学校給食の提供につな
げるため、事業者の再選定及び更なる委託の必要性について検討しま
す。
○富士見台小学校及び多摩川小学校の給食室改修工事に伴い、公募型
プロポーザル方式による事業者の再選定を行います。

【取組実績及び取組による成果・効果】（ＤＯ・ＣＨＥＣＫ）　

【年度別計画に対する今年度の進捗見込】（ＣＨＥＣＫ）　 ○

○調布市学校給食調理業務等委託運営検討委員会や、委託各校で構成
する学校連絡会において、調理業務等の状況について確認・検証を行
い、給食調理業務水準の維持・向上に向けて課題の検討・協議に取り組
みました。
○富士見台小学校及び多摩川小学校の給食室の改修工事に伴い、新た
な環境に応じた最適な運営体制を確保するとともに、公平性・透明性・競
争性を高めるため、公募型プロポーザル方式により事業者を再選定しま
した。プロポーザルに当たっては、競争性を確保する観点から参加要件
を見直し、都内の事業所に限定する要件をなくしました。
○更なる委託の必要性について、引き続き、費用対効果のほか、安定的
な給食運営体制を確保する視点も含め、委託開始時期について、検討を
進めることとしました。

令和７年度

年度別計画

◆給食調理業務等の受託者における業務の実施状況の検証
◆給食調理業務等における民間活力の活用検討





担当課

１７プラン 令和７年度

年度別計画
◆他自治体との連携の推進
◆多摩川流域連携会議の運営・共通課題への対応
◆多摩地域の振興に資する情報発信の内容整理・実施
◆災害対策に関する自治体間の協定の締結及び協定締結先との連携

他自治体との連携によるサービス向上

市民サービス提供主体の見直し
効率的な組織体制の整備

企画経営課、総合防災安全課、関係各課

３－２

【年度別計画に対する今年度の進捗見込】（ＣＨＥＣＫ）　 ○

○多摩川流域連携会議を開催し、運営に係る課題の共有、意見交換を行い
ました。また、各市区の取組について情報共有を行いました。
○多摩地域の振興に資する情報を集積・発信するＷｅｂサイト「インビ
テーション ｔｏ ＴＡＭＡ」について、検索サイトと連動したＷｅｂ広告
の展開や都内で開催されるビジネスマッチングを目的とした展示会への出
展など、広報・周知活動を行いました。また、多摩地域内で活動している
団体を中心に、事業者向けのセミナーや支援等を行っている団体と連携
し、サイト上での情報発信内容の充実を図りました。連携する自治体につ
いては１７市にまで広がりました。
○近隣４市（三鷹・府中・狛江・調布）での会議を実施し、東京都も参加
のうえ避難者情報管理システムの試行版による実証実験を行うとともに避
難者情報共有要領を策定しました。更に多摩地域のその他の市に対して
も、本取組の説明会を実施し、参加を呼びかけました。
○災害時相互応援協定市である富山市が本市の総合防災訓練を視察し、防
災対策に関する意見交換を行いました。

【後期における取組の方向性】（ＡＣＴＩＯＮ）

○多摩川流域連携会議の運営改善に向けた具体的取組を進めます。
○多摩地域の振興に資する情報を集積・発信するＷｅｂサイト
「インビテーション ｔｏ ＴＡＭＡ」の知名度向上に向け、各方面へのＰＲ
活動やＷｅｂ広告などを実施します。
○近隣４市での会議を実施するとともに、東京都の動向も注視しながら避難者
情報管理システムの検証及び要領を策定します。また、災害時相互応援協定市
において災害が発生した場合には速やかに連絡を取り、必要な物資等の支援が
行えるよう自治体間での連携強化を図ります。あわせて、定期的に顔の見える
関係作りを行うため相互で訓練参加や視察を実施します。

○多摩川流域連携会議の運営に係る課題の整理に取り組みました。
○多摩地域の振興に資する情報を集積・発信するＷｅｂサイト
「インビテーション ｔｏ ＴＡＭＡ」の改修を行いました。また、本取組の
連携の輪を広げるため、多摩地域内の各市と意見交換を実施しました。これに
より、連携する自治体数は８から１４にまで広がりました。
○近隣４市（三鷹・府中・狛江・調布）において災害時の避難者情報の共有に
関するシステム検討や要領の策定を行います。
○災害時協定に基づき、６月に味の素スタジアム、京王アリーナＴＯＫＹＯの
避難所開設訓練を三鷹市、府中市、狛江市と合同で実施しました。
○能登半島地震の発生に伴い、令和６年度に導入したトイレカーを
令和７年１月から６月まで石川県輪島市に派遣しました。
○同時罹災の可能性の少ない中距離圏の自治体との協定締結による相互の受援
応援体制を検討します。

【取組計画】（ＰＬＡＮ）

前　期

年次評価 Ｓ（計画以上に進捗）

市民サービスや防災力の向上に向け、他自治体との連携を推進します。また、多摩地域の振興に資する観点から、多摩川流域エリアにおける自治体と連携した情報発信や地域の魅力発信に取り組みます。

○多摩川流域連携会議を引き続き運営し、各市区の共通課題についての意見交
換、情報共有を行い、課題の解決を目指します。
○多摩地域の振興に資する情報を集積・発信するＷｅｂサイトを創設・運用し
ます。
○災害時相互応援協定の防災訓練に参加するなど、協定締結自治体と平常時か
らの連携を図ります。
○同時罹災の可能性の少ない中距離圏の自治体との協定締結による相互の受援
応援体制を検討します。
○近隣４市（三鷹・府中・狛江・調布）において災害時の避難者情報の共有に
関する検討を進めます。

【取組実績及び取組による成果・効果】（ＤＯ・ＣＨＥＣＫ）　

【今年度の総括、次年度以降の取組の方向性】
（ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ）

○多摩川流域連携会議における過去の取組や運営に係る課題を整理しまし
た。その課題等を会議において各市区と共有するとともに、意見交換するこ
とができ、今後の運用について議論を深めることができました。
○引き続き、多摩川流域連携会議の活動を通じて、各市区との綿密な関係構
築に努めます。
○多摩地域の振興に資する情報を集積・発信するＷｅｂサイト「インビテー
ション ｔｏ ＴＡＭＡ」については、令和７年１１月の広告開始以降増加傾
向にあり、令和８年３月にはサイト閲覧数(セッション数)は３６００回/月
を超えました。次年度はこれまでの取組を継続するとともに、登録事業者数
の増加に向けた取組や、将来的に持続可能なサイトの運営体制の構築に向け
た検討に取り組みます。
○近隣４市（三鷹・府中・狛江・調布）での会議を多摩地域全２６市に拡大
し、災害時の避難者情報共有に関する検討を進めます。また、東京都内のそ
の他の自治体にも本取組の説明や意見交換を行い、東京都の被災者総合支援
システム等との連携も視野に、自治体の垣根を越えた災害時の避難者支援の
体制構築に取り組みます。
○災害時協定に基づき、６月に味の素スタジアム、京王アリーナＴＯＫＹＯ
の避難所開設訓練を三鷹市、府中市、狛江市と合同で実施しました。引き続
き、継続的に訓練を実施します。
○引き続き災害時相互応援協定締結自治体との連携の強化を図ります。
○能登半島地震の発生に伴い、トイレカーを令和７年１月から６月まで石川
県輪島市に派遣し、全国のトイレカーを導入している自治体と情報共有を行
うなど連携作りに取り組みました。

【取組実績及び取組による成果・効果】（ＤＯ・ＣＨＥＣＫ）　

後　期

【取組計画】（ＰＬＡＮ）

○多摩川流域連携会議を引き続き運営し、各市区の共通課題についての意
見交換、情報共有を行い、課題の解決を目指します。
○多摩地域の振興に資する情報を集積・発信するＷｅｂサイトを創設・運
用します。
○近隣４市（三鷹・府中・狛江・調布）において災害時の避難者情報の共
有に関する検討を進めます。
○災害時相互応援協定の防災訓練に参加するなど、協定締結自治体と平常
時からの連携を図ります。
○同時罹災の可能性の少ない中距離圏の自治体との協定締結による相互の
受援応援体制を検討します。

総　括

方針 ３
基本的取組
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